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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　ケニア共和国では社会・経済インフラ整備の需要が増大しているにもかかわらず、測量技術者

の不足から、開発に不可欠な地理情報が整備されていない。このためケニア土地定住省は、地図・

測量分野の技術訓練を実施する訓練所を設立し、技術者育成を図りたいとして、我が国に無償資

金協力とプロジェクト方式技術協力を求めてきた。

　これを受けて国際協力事業団は、無償資金協力の進捗にあわせて、技術協力のための各種調査

を重ねた上で、1994年８月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）の署名を取り交わし

て、同年10月から５年間にわたる「ケニア測量地図学院プロジェクト」の技術協力を開始した。

　今般は協力開始から３年あまりが経過したので、プロジェクトの実施状況と問題点を把握し、中

間評価を行うとともに、プロジェクト終了までの活動計画を策定するため、1998年（平成10年）

１月18日から同31日まで、建設省建設大学校測量部部長の海津　優氏を団長とする巡回指導調査

団を現地に派遣した。同調査団によればプロジェクトは着実な成果をあげており、ケニア側が自

らの責任で学院を運営していこうとしている努力が認められた。

　本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト進展のため

に広く活用されることを願うものである。ここに調査団の各位をはじめ、ご協力頂いた外務省、建

設省、国土庁、在ケニア日本大使館など、内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、今

後とも一層のご支援をお願いする次第である。
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１．１．１．１．１．巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ケニア共和国においては社会・経済インフラ整備の需要が増大しているが、その開発に不可欠

な地理情報が整備されていない。このような状況の中、ケニア土地定住省は地図・測量分野の技

術訓練を実施し、同分野の技術者を養成する訓練所の設立を計画し、1992年８月、日本に対しプ

ロジェクト方式技術協力及び無償資金協力を要請した。これを受け、日本国政府は無償資金協力

の実施を決定するとともに国際協力事業団は1994年10月から５年間のプロジェクト方式技術協力

「ケニア測量地図学院プロジェクト」を開始した。本プロジェクトの目的は、ケニア測量地図学院

（KISM）組織の確立、適切な訓練施設・資機材の整備、教官の育成、教材整備、訓練の適切な実

施である。現在、土地測量、地図作成、写真測量／リモートセンシング、地図複製のディプロマ

コース及び短期訓練を実施しており、1998年１月からは地図複製を除く３分野のハイアーディプ

ロマコースが開設される。なお、1996年２月に計画打合せ調査団が派遣され、実施計画・PDMの

見直しを行った。

　本調査においては、以下の事項について調査・協議を行い、ケニア側と合同で中間評価を行っ

て、今後の協力方針を検討し、プロジェクト終了までの活動計画を策定する。

(1) プロジェクト開始から３年あまりが経過したことから、過去の協力内容、協力分野につい

て中間評価を行うとともに、今後の協力方針を策定する。

(2) 討議議事録（Record of Discussions: R/D）に記載されている活動計画に対し、現在までの

実施体制による実施の状況を確認するとともに、プロジェクトの実施・運営の問題点を整理

し、専門家チーム及び先方機関と協議して、解決を図る。

(3) 今後の活動計画を確認するとともに、各学科の技術上の支援を行い、問題点の解決を図る。

(4) 協議の結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。

１－２　調査団の構成

担当業務 氏　　名 所　　　属

団長/測地測量 海津　優 (かいづ まさる) 建設省建設大学校測量部部長

地図作成・複製 常住春夫 (つねすみ はるお) 建設省国土地理院　地理調査部研究官

写真測量・

ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ
久保紀重 (くぼ のりしげ) 建設省国土地理院測地部測地第三課

地籍測量 斉藤　栄 (さいとう さかえ) 国土庁土地局国土調査課

協力企画 高原敏竜 (たかはら としろう) 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

　M. Kaittany Permanent Secretary, Ministry of Land and Settlement

　P. B. Ngugi Deputy Secretary (Finance) Ministry of Land and Settlement

　A. K. Njuki Director of Survey, Survey of Kenya

　B. W. N. K. Murage Deputy Secretary (Development) Ministry of Land and Settlement

　J. K. Karu Deputy Chief Economist Ministry of Land and Settlement

　J. R. R. Aganyo Deputy Director, Survey of Kesnya

　H. Nyapola Principal, KISM

　K. Mwero Deputy Principal, KISM

　J. K. Mwaura Administrative secretary, KISM

　K. K. Magere Public Relations Officer Ministry of Land and Settlement

　I. O. Ouma Academic Secretary, KISM

　C. M. Kamamia Land Survey Department, KISM

　D. O. D. Ondiek Head of Cartography Department, KISM

　E. Njubi Head of Photogrammetry and Remote Sensing Department, KISM

　M. O. Omach Map Reproduction Department, KISM

　Shinsuke Horiuchi Ambassador of Japan

　Ryuji Uematsu Second Secretary, Embassy of Japan

　M. Tagami Resident Representative, JICA Kenya Office

　M. Akiyama Project Team Leader

日順 月　日　(曜) 移　動　及　び　業　務
１ １月 18 日(日) 成田～ロンドン
２ 19 日(月) ナイロビ着

JICA事務所打合せ、土地定住省表敬、測量局表敬、協議
３ 20 日(火) プロジェクトサイト訪問

ケニア測量地図学院（KISM）校長表敬、協議
日本人専門家チーム打合せ

４ 21 日(水) KISMケニア側管理部門と協議
５ 22 日(木) KISMケニア側スタッフ学科別協議
６ 23 日(金) 合同協議、大使招宴
７ 24 日(土) 秋山チームリーダーと協議
８ 25 日(日) 資料整理
９ 26 日(月) セミナー参加、合同協議
10 27 日(火) ミニッツ作成
11 28 日(水) ミニッツ署名・交換、JICA事務所報告
12 29 日(木) ナイロビ～チューリッヒ
13 30 日(金) チューリッヒ発
14 31 日(土) 成田着
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　調査目的に従い、これまでの協力の内容、分野について現況確認を行うため、合同協議、専門

家及びカウンターパート（C/P）からの聞き取り調査、文書資料調査を行った。これに基づき、プ

ロジェクトが滞りなく進捗していること、その成果としてケニア測量地図学院（KISM）のディプ

ロマコース第１期生、第２期生は順調に２年次、１年次をそれぞれ終了し、第３期生の入校と併

せてフルオペレーションの状態に入ったこと、ハイアーディプロマコースが開始され、1998年１

月から第１期生が入校して来る予定であることなどを確認した。これらについてミニッツに取り

まとめ、署名を取り交わした。

　協力は極めて良好な関係の下、着実に成果を上げている。特にディプロマコースについては、専

門家はアドバイザーに徹して、現地スタッフにより教育指導が行われており、現地化が着実に進

行しているものと考えられる。現地の経済情勢から、ケニア側環境整備事業の一部に若干の遅れ

が見られるものの、予算措置はなされており、協議の席上でも最善を尽くして完成する旨言明さ

れている。教官の研修もケニア側負担で年４名ずつ教員訓練所（ITTC）で進められており、ケニ

ア側が自らの責任で学院を運営していく努力の一環として好感が持てる。

　総じて状況は良好であり、前回協議後の計画どおり進めていってよいものと思われる。

　一連の協議、調査に際して、プロジェクトの運営上の問題についても調査を行った。その結果、

以下の諸点について、今後考慮することが好ましいと考えられる。

(1) 既に何回か試みられているところであるが、特に新技術対応を中心に、教官のレベル維持

のために専門家チームによる短期集中講義を定期的に企画することが有効である。

(2) ハイアーディプロマコースの学生と教官の技術レベルの差別化を担保するためにトレーニ

ング機会を継続的に提供することは、施設整備がようやく整ったという現実に照らし、なおし

ばらくの間必要である。

(3) 協力の成果を維持、発展させるためには、財政基盤の強化が不可欠であり、KISMのコン

サルタント機能、他機関及び周辺国関連機関に対する短期研修サービス機能の付加の可能性に

ついて積極的な考慮を行う必要がある。

(4) これに関連して、KISMの教育並びにコンサルティング能力の維持のために、技術能力、研

究能力の社会的アピールに関する何らかの方策がとられることは好ましいことである。

(5) これらに関連して、ケニア側から第２期プロジェクトの要請を提出した旨発言があった。こ

の件については本調査団の目的を越えることから、コミットできないものの、団として技術的

観点に限定して言えば、学士相当レベルの教育訓練を行うハイアーディプロマコースを円滑に

運営し、併せて学院の財政基盤の強化を図る上では有効と思われた。
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３．３．３．３．３．主要協議内容主要協議内容主要協議内容主要協議内容主要協議内容

　JICA事務所にて情報収集と打合せを行った後、土地定住省を表敬訪問、次官より、日本がJICA

を通じて行っている協力について一般的に謝辞が述べられた。席上、ケニア測量地図学院（KISM）

プロジェクトについては、技術者不足解消に向けて本件協力に大きな期待をしていること、ケニ

ア側財政事情によって若干現地負担分に遅れが生じているものの日本側分については着実に実行

されており、喜んでいることが表明された。また、これからは成果としての教育結果が問われる

重要な段階に入るので、今回の調査が将来を見越した効果的なものとなるよう期待している旨発

言があった。これに対し当方より、ケニア側の本件に関する努力について評価するとともに、プ

ロジェクトの中間段階にあたり、その進捗を確認し、問題点があれば問題の所在、対処等につき

協議を行うことを通じてプロジェクトを効率的に推進し、KISMは土地定住省が土地問題を扱うに

あたっての最も強力な資源となるよう期待している旨発言した。

　測量局では、次長に面会し、今回の調査が中間評価の意味合いもあることから、忌憚のない意

見を聞き取りたいと思っていることを述べ、協力を依頼した。測量局側からは、財政事情の厳し

い中であるが、努力をしていること、新たな次官の下、全力を尽くして粘り強くやっていくので

引き続き協力を願いたい旨の発言があった。

　翌日以降プロジェクトサイトでKISM校長に表敬の後、秋山リーダーの案内で校内施設を視察、

日本人専門家チーム、KISM管理部門、ケニア側スタッフとの協議を行った。

　主な協議内容は以下のとおりである。

３－１　専門家チームとの協議

　専門家チームとの打合せでは、主としてケニア側のKISM運営の能力を中心に現状評価を行っ

たが、その要点は次のとおりである。

(1) ディプロマコースについては、専門家はアドバイスに徹し、現地教官によりほぼ問題なく

運営がなされている旨報告があった。特にケニア側として、教官を国内の教官研修に送るなど

の努力をしており、教授能力も着実に向上している旨の報告があった。教育の効果は教官の資

質に強く依存するところ、このような自助努力が着実に払われている点、評価できると考え

る。

(2) ハイアーディプロマコースについては、シラバスの内容が高度であるので、それぞれに勉

強しているものの、なお専門家の指導が不可欠であるとの感想が述べられた。また、実務経験

を積んだ研修生を教育しなければならないことから、教官の学力の更なる向上が必要であり、

これについてはカウンターパートトレーニングが極めて有効であること、文部省スカラシップ

による修士課程履修が既に開始されていて極めて有効である旨報告があった。ケニア国内での
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努力としては、実地研修ということで、国立公園の地形図の作製、ナイロビ地区の５万分の１

地形図の作製、航空局の委託による空港のグローバル・ポジショニング・システム（GPS）に

よる測量、リフトバレー地区の地殻変動測量などを通じて実務経験を積むほか、分野別の知識

を一連の事業に取りまとめて執行する技術の習得を図り、もって研修の実務的側面の強化にあ

てているとの報告があった。この事業は併せて学校運営の財政的側面からも好ましい効果を期

待できる。

(3) 財政的にはケニア全体として、総選挙、洪水などを通じて厳しい中でかなりの努力が認め

られるとの報告があった。併せて上記事業などを通じて歳入の道の確保が、当地の財政システ

ムの中で、運営の自由度を上げる効果があり、一石二鳥の施策として期待されているとの言明

があった。

(4) 学校運営については、教材、参考書としての図書の整備が緊急の課題として意識されてい

る。現地運営スタッフについては、特に総務的仕事に従事するもの及び学科長相当のものの能

力に若干の危惧が表明された。これは経験の不足によるもので、なおしばらくの実務経験が必

要であるとの意見が出された。これについては、たとえば総務スタッフを日本に送り、測量専

門学校の運営に携わっているものについて研修させるなどの手立てが考えられるが、カウン

ターパート研修枠の中では主として教官の能力向上が優先されているところから、今後の考慮

を要するポイントであると考える。

(5) KISMに対するケニア国内及び周辺諸国の期待として、土地関連情報のサービス並びに維

持管理につき測量局以外のものへの短期研修コースを求める声があること、またウガンダ及び

タンザニアからは特に新技術関連の研修を中心に研修生の受入れを期待する声があることなど

につき報告があったが、現プロジェクトの目的を越えるものがあり、この扱いは今後の検討に

待つ必要がある。しかし、測量分野については地域ごとの対応が適当な規模であることから、

第三国研修の実施などによる地域センターへの格上げは十分考慮に値する。短期コースと第三

国研修は収入が見込まれることでもあり、財政健全化の意味でも魅力的な考えであると思われ

る。また、専門家から特に教室用器材の充実があったことが、教育効果の向上とケニア側教官

のやる気の向上にあずかって大きかったので、日本側のサポートに感謝したい旨発言があった

ので特記する。

３－２　ケニア側管理部門との協議

　ケニア側管理部門との協議では、専門家を交えず、忌憚のない意見を聴取した。協議では専門

家とのコミュニケーション、教授技術の移転状況、適時適切な指導の有無などについて主として

協議を行ったが、その結果は次のとおりである。
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(1) 専門家とのコミュニケーションは円滑に行われており、適切なタイミングで指導が行われ

ている。

(2) 技術の移転については現地教官の自主性を尊重しながら特に器材の使用、新技術の扱い方

など十分なアドバイスがなされているとの評価であった。

(3) 学院の運営についても、学科別、管理部門別に週１回の会議を通じて必要なアドバイスを

受けており、満足している旨発言があった。また、ケニア側スタッフの経験の不足について

は、実際に問題を生じた際の専門家の対処ぶりをいっしょに仕事をしながら観察することで、

着実に経験が蓄積されているとの発言があったが、専門家チームとの打合せにおける評価と併

せ考えて、ケニア側の積極的姿勢と技術移転の着実な進行がうかがえる。

(4) KISM校長からは、ディプロマコースについてはあと２～３年でルーチンとして現地のみ

で運営して行くことが可能になるであろうが、ハイヤーディプロマについてはなお４年程度経

験を積まねばルーチン化できないのではないかとの観測が述べられた。ハイヤーディプロマは

内容も高度で、研修生も経験者であることから、２サイクル程度は問題の摘出と対処法の確立

にかかると思われ、４年程度という観測は適切なものであると考えられる。少なくともこの期

間は何らかのアドバイザリーサービスが必要であろうと思われる。

(5) 専門家側から説明のあった、短期コース、第三国研修についてはケニア側からも同様の指

摘があったが、前項で述べたように施設の有効利用、財政健全化の観点から十分考慮に値す

る。

　専門家及び管理部門との打合せ協議に基づいて判断するに、本件協力は途中若干の遅れがあっ

たものの基本的に極めて順調に推移しており、ディプロマコースについては予定どおりである。ま

た、ハイアーディプロマコースについても若干のソフト面での支援を行うことで、技術的には着

実に現地化が見込まれると考える。しかしながら、今後の財政的基盤の強化、教官の技術力維持

等の問題にかんがみて、上位の協力の可能性について検討が必要であると考えられる。

３－３　学科別ケニア側教官との協議

(1) 学科別にケニア側教官と協議を行い、教官の自己評価を求めたが、専門家のカウンターパー

トとの日常的コミュニケーション、適時適切な助言などについては、どの学科も基本的に満足

しており、問題は生じていない旨回答があった。また、自己評価については、専門家が、助言

に徹してコース運営を教官に任せながら指導していることから、日常的な問題についてはかな

りの自信をつけてきていることがうかがわれたが、なお、問題が生じた場合の対処、実務担当

者の育成というKISMの目的にかなう教官のレベルの維持に関して、引き続き指導助言を期

待する旨の発言が多かった。これは、施設の整備がようやく完了したところであり、その運用

に関して、これから技術移転しなくてはならないという当面の状況にかんがみて当然の意見で
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あり、新施設を用い、全学年揃って研修を行う状況になって以後の最初の卒業生がどの程度の

実力をつけて研修を終了するか、また測量局をはじめとする雇用者が満足するかを待たないと

最終的に客観的判断を下すのが容易でないことからも理解ができる。

(2) 各学科に共通して教官側から強い要請があったのは、特に新技術を中心に、専門家チーム

による、教官向けの短期集中講義（実習を含む）を通じて、教官とハイアーディプロマコース

の学生との技術的差別化を進めることである。これは、当地の財政事情から、必ずしも潤沢な

実務経験機会を与えられていなかった教官が、ある程度の経験を有する学生に教える立場に立

たされている状況を考慮すれば、理解できる要求である。教官への集中講義的なことはこれま

でにも本協力の中で試みられたこともあり、この提案は前向きに検討し、実現の方向で対処す

べきであると考える。また、同様の理由から、研究機会及び学士、修士などの学位に結びつく

研修機会への期待が共通して表明されたが、これはJICAを通じての協力スキームの中にはう

まくはまりにくいこともあり、文部省の奨学生制度の活用や、ケニア側の自助努力に期待しな

ければならない面が多いかと考える。しかしながら、教官が必然的に経験を積んだ比較的年齢

の高い層に偏りがちな現状にかんがみて、何らかの手立てについて考えることも必要であろ

う。この点に関しては、専門家のアイデアであるが、欧州諸国との連携など、幅広いアプロー

チを視野に入れて考えることも有効であろう。また、教育の効率化のためには、参考書の整

備、AV教材の整備などについても希望が述べられたが、専門家の指摘にもあるように効果の

大きなものであるから、条件の許す範囲で早期に積極的に進めて行く必要がある。

(3) 新技術に関しては、最新機材、ソフトウェアを学生の人数分そろえなければ実習に差し支

えるとの意見があったが、教育の目的に照らして、デモンストレーションと実習は分けて考え

るのが当然であり、実務機関でないところに高価なソフトウェアを大量に導入するのではな

く、実務レベルのものはデモンストレーションにまわし、実習は必要最低限の機能のもので行

い、原理を理解して実際の場に応用する能力をつけさせるという工夫も必要であることを理解

してもらわなければならない。厳しい財政事情の中で学校を運営して行くことについて、教官

としても経営感覚を持って臨まなければならないので、今後現地化を進める上で、専門家チー

ムとしても粘り強く指導していってほしいと考えている。

(4) 個別の学科の問題については、技術的かつ特殊個別の問題が多かったので、その場で指導

を行うとともに、専門家と相談するよう指導し、内容について専門家に伝達した。
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４．４．４．４．４．合同委員会の開催合同委員会の開催合同委員会の開催合同委員会の開催合同委員会の開催

　巡回指導調査に伴い、ケニア側とプロジェクトとの合同委員会が開催された。

　協議では、KISM校長、専門家チームリーダーそれぞれの報告に基づいて、現状を確認し、ケニ

ア側整備事項について財政状況の説明などがあったが、調査団がケニア側負担事項の着実な実行

について特に努力を促したところ、測量局長は誠意を持って実行にあたる旨言明し、土地定住省

次官補から省としても最善を尽くしたい旨発言があった。さらに、教官配置についても測量局が

責任を持って必要数を配置する旨の言明があった。また、KISM校長から、ケニア側が内部努力と

して定期的に教官の研修を国内研修施設を用いて行っているとの報告があり、調査団はそのよう

な内部努力を歓迎する旨発言した。

　協議結果はミニッツにまとめ、双方署名確認の上２通を作成して交換した。
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５．５．５．５．５．その他その他その他その他その他

　JICA事務所報告にあたっては、調査結果に基づき、着実に進捗しているとの評価を報告した、

この中で、教育機関としては蔵書数が貧弱であることが話題になった。今後関係者の努力で蔵書

の増強に努める必要がある。また、第２期協力の要請についての技術的立場での意見を求められ

たので、調査団としては、現協力の現地化が着実に進行している状況にかんがみ、第２期という

より、今後の財政基盤強化、東アフリカ諸国に対するサービス拠点としての機能強化などを考え、

新たな協力を立ち上げる方がよいのではないかとの考えを述べた。また、現地化が進んでいると

はいえ、ルーチン化するには時間が必要なことも事実であり、何らかの形で協力を続行すること

が当面必要であることを述べた。所長からは、ケニア測量局は自助努力、人材の定着などの点で

比較的に対応のよい協力相手であるとの認識が示された。
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